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１

活性化事業計画の認定申請状況等及び適正車両数について

申請者数 減車数 休車数 事業者数 減車数 休車数

京浜交通圏 H22.3.23 108 108 91 280 163 108 91 280 163 2,037 1,969 1,969

※上記は取下・再申請、追加申請、事業廃止等を反映したもの。

※ハイヤー・福祉車両のみを保有している事業者を除いたもの。

京浜交通圏 6,857 6.97% 5,509 ～ 6,379

●旧タクシー特措法時の基準車両数と適正車両数（参考）

京浜交通圏 7,629 6,858 10.11% 6,858 10.11% 5,150 ～ 5,950
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２

事業者計画の認可及び車両の削減実施状況

○個人タクシー

曜日指定 日付指定

2037者中1980者 1975者 1811者 164者 1967者

※合意事業者の5者については、譲渡譲受により現在事業者計画申請中。

事業者計画認可状況
合意事業者数

事業者計画
認可済事業者数

休車実施事業者数

平成３０年３月３１日時点

○法人タクシー

抹消 休車 合計 抹消 休車 合計

108社中100社 100社 143両 279両 422両 122両 300両 422両 10両 432両

削減車両数合計
事業者計画

認可済事業者数
合意事業者数

事業者計画認可状況 事業者計画外
で実施した削減車両数

事業者計画
実施車両数

0.87%

事業者計画を全て実施した場合の
京浜交通圏の車両数

6435両

適正車両数上限との乖離率



タクシー業界の取り組み

平成３０年５月９日
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IT企業と連携した県内共通配車アプリの導入

平成27年度より神奈川県タクシー協会において利用者利便向上及び生産性の向上を目的とした、タクシー配車アプリ
導入を検討し、平成29年９月、10月にはDeNAと連携した配車アプリ「タクベル」の実証実験を行った。

平成30年４月１９日（１次）より横浜、川崎地域においてサービスを開始した。平成30年夏まで（２次）には県
内全域でサービス開始する。（予定）

京浜交通圏の活性化の取り組み

○サービスの概要

• 旅客はスマホアプリで気軽に配車依頼が可能。

• 旅客は地図上で空車車両や、迎車車両の状況確認が可能。

• AIを活用した「需要予測システム」導入によりタクシー需要予測情報をリアルタイムに乗務員に提供。

○今後追加予定のサービス

• 交通IC対応決済機の提供

• 配車タブレットを公共施設に設置

• 後部座席タブレット（広告表示や
利用者向けガイダンス）

○目的

○導入予定車両数

１次 横浜市・川崎市

約2,800両

２次 神奈川県全域

約4,350両

１



ユニバーサルデザインタクシー

UDタクシー導入状況
（京浜交通圏）

○神奈川観光タクシープロジェクト
フェリス女子学院や子育てNPO法人とコラボレーションし、「家族３世代で
楽しめるみなとみらい・横浜観光」「高齢者・障がい者、子育てママさんに
も優しいUDタクシーで行く川崎観光」などをテーマとしたプロジェクトを実施
し、おすすめコースの紹介や試乗体験レポートのHP掲載。また、英語版
観光パンフレットを作成。

・みなとみらい・横浜３世代観光タクシーモデルコース
記憶と歴史をたどる！横浜満喫コース
（4時間）18,510円
横浜ギュギュっといいトコ取りコース
（3時間）13,990円
めぐろう！！よこはま歴史コース
（3時間）13,990円

・UDタクシーで行く川崎観光タクシーモデルコース
川崎緑地巡りコース
（4時間）18,510円
川崎工場夜景コース
（2時間）9,470円

観光タクシー

２

京浜交通圏の活性化の取り組み

導入社数 導入車両数

平成２６年度末 57 127

平成２７年度末 57 131

平成２８年度末 58 143

平成２９年度末 71 223

受講者数

平成２６年度末 826

平成２７年度末 1,056

平成２８年度末 1,232

平成２９年度末 1,516

UDドライバー研修実施状況
（京浜交通圏）

• 神奈川県内におけるUDタクシーの導入状況については、平成30年
３月末現在で96社300両が導入されており、中でも京浜交通圏では
県内の約８割にあたる71社223両が導入。
特定地域指定後、UD車両が急速に導入れた。

• UDタクシー導入に伴い、UDドライバー研修受講者数も増加。
• 駅や病院にUD専用乗り場を新たに設置
（H27.11みなと赤十字病院、H29.3新百合ヶ丘駅、H29.7溝の
口駅 横浜市川崎市で９カ所）

外国人旅客接遇研修

○目的

2013年には訪日外国人旅客者数が1000万人を超え、また、2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催されることから、さらに訪日外国人の増加
が予想される。

訪日外国人に、安心してタクシーを利用してもらい、また、羽田空港国際線タクシー乗り場及び神奈川県内において「おもてなしの心」のサービスを提供
するため、平成27年12月より神奈川タクシーセンターにおいて英語による旅客接遇研修を実施。

○実施状況
27年度 受講者 ９７人
28年度 受講者 ９９人
29年度 受講者 ５６人
累計 初級講習６回（受講者182人）

中級講習２回（受講者70人）

○講習内容

初級：英語による乗降時の挨拶、基本会話の練習等
中級：英語による接遇に必要な会話練習等
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京浜交通圏タクシー事業適正化・活性化特定地域協議会設置要綱 

 

制定：平成２１年１０月３０日 

一部改正：平成２２年 ２月 ５日 

                       一部改正：平成２３年 ４月１９日 

一部改正：平成２４年 ７月１３日 

一部改正：平成２５年 ３月 ８日 

一部改正：平成２６年 １月２４日 

一部改正：平成２６年 ２月１８日 

                       一部改正：平成２７年 ５月２２日 

                       一部改正：平成２７年 ９月３０日 

一部改正：平成２８年 ９月２３日 

一部改正：平成２９年 ８月２８日 

 

 

（目的） 

第 1 条 京浜交通圏タクシー事業適正化・活性化特定地域協議会（以下「協議会」という。）

は、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活

性化に関する特別措置法（平成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に

基づき、京浜交通圏（以下、「特定地域」という。）の関係者の合意に基づいて、当

該特定地域の一般乗用旅客自動車運送事業（以下「タクシー事業」という。）の適正

化及び活性化を推進することにより、一般乗用旅客自動車運送（以下「タクシー」

という。）が、地域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするために必要

となる特定地域計画の作成等を行うために設置するものとする。 

 

（定義） 

第 2 条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者をいう。 

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車であって、 

一般タクシー及びその他ハイヤーをいう。 

３ この要綱において「タクシー事業者等」とは、タクシー事業者及びタクシー事業 

者の組織する団体をいう。 

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団体を 

いう。 

５ この要綱において「地域住民」とは、タクシーを利用する地域住民に身近な団体 

又は組織の代表者をいう。 

 

（実施事項） 

参考資料　２
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第 3 条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。 

（１）特定地域計画の作成 

（２）次に掲げる特定地域計画の実施に係る連絡調整 

① 特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合における当該

事業の関係者の招集 

② 特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対する必要な

協力の要請 

③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める特定地域計画の実施に係る連

絡調整 

（３）特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲げる 

事項の協議 

① 協議会の運営方法 

② ①に掲げるもののほか、協議会の運営等に必要と認める事項 

 

（協議会の構成員） 

第 4 条 協議会の構成員は、次の区分にそれぞれ掲げる者とする。 

    （注）（１）～（４）は、法第８条第１項に規定する構成員、（５）は、法第８条

第２項に規定する構成員。 

（１）関係地方公共団体の長 

①神奈川県知事又はその指名する者 

②横浜市長又はその指名する者 

③川崎市長又はその指名する者 

④横須賀市長又はその指名する者 

⑤三浦市長又はその指名する者 

（２）タクシー事業者等 

①一般社団法人神奈川県タクシー協会 会長 

②神奈川県個人タクシー協会 会長 

③湘南交通株式会社 代表取締役 

④川崎タクシー株式会社 代表取締役 

⑤岡タクシー有限会社 代表取締役 

    ⑥カナガワ交通株式会社イースタン 代表取締役 

⑦向ヶ丘交通株式会社イースタン 代表取締役 

    ⑧三和交通株式会社 取締役部長 

    ⑨三和交通神奈川株式会社 総務監査室次長 

    ⑩アサヒタクシー株式会社 代表取締役 

    ⑪二重交通株式会社 取締役副社長 

    ⑫平和交通株式会社 常務取締役 

    ⑬日野交通株式会社 代表取締役 
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     ⑭多摩川ハイヤー株式会社 常務取締役 

     ⑮臨港タクシー株式会社 代表取締役 

     ⑯有限会社いづみタクシー 代表取締役 

     ⑰神奈中ハイヤー横浜株式会社 代表取締役 

     ⑱神奈川個人タクシー協同組合 理事長 

⑲横須賀個人タクシー協同組合 理事長 

（３）労働組合等 

①全神奈川ハイタク労働組合連絡会議を代表する者 

（４）地域住民 

①横浜商工会議所会頭又はその指名する者 

②川崎商工会議所会頭又はその指名する者 

③横須賀商工会議所会頭又はその指名する者 

（５）その他協議会が必要と認める者 

①神奈川県警察本部交通部交通規制課長 

②神奈川県警察本部交通部駐車対策課長 

③神奈川労働局労働基準部監督課長 

     ④一般財団法人神奈川タクシーセンター常務理事 

     ⑤東洋大学国際学部国際地域学科教授  岡村 敏之 

 

  ２ 協議会は、前項の（１）～（４）の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退す 

ることができるものとし、かつ、前項の（５）の区分に掲げる者が任意に脱退でき 

るものとする。 

  ３ 協議会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は会長等（事務局長をおく場合 

は事務局長。以下同じ。）に申し出をするものとする。 

    ただし、第５条第１４項の規定に基づき協議会の開催の公表があった場合には、 

協議会の開催日の３０日前までに申し出があった者について、当該協議会に構成員 

として参画できるものとする。 

  ４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表形式 

等により示すものとする。 

 

（協議会の運営） 

第 5 条 協議会に会長をおき、協議会の構成員の中からこれを充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。 

３ 会長の任期は平成３０年７月３１日までとする。 

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名した者がその職務を代理する。 

５ 協議会には事務局を設置する。 

６ 事務局には事務局長をおく。事務局長は会長が指名し、協議会に報告する。 

７ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。 
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８ 事務局長の任期は平成３０年７月３１日までとする。 

９ 会長が必要と認めた場合には、構成員以外の者より協議会において意見を聴くこ 

とができる。 

10 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の１５％を上限と 

して会長が割り振るものとする。 

11 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるとおり 

とする。 

（１）会長の選出を議決する場合 

第４条第１項（２）及び（３）に掲げる構成員はその区分毎に１個の議決権を、 

その他の構成員については各自１個の議決権を与えるものとし、議決権の過半数 

に当たる多数をもって行う。 

（２）設置要綱の変更を議決する場合 

次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

① 協議会の構成員である地方公共団体の長又はその指名する者が全て合意する

こと。 

② 設置要綱の変更について合意するタクシー事業者の特定地域内の営業所に配

置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者

が当該特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数で

あること。 

③ 設置要綱の変更について合意するタクシー協会等の構成員となっているタク

シー事業者の特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、

協議会の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者

が当該特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数で

あること。 

④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意すること。 

⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意すること。 

⑥ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意すること。 

（３）特定地域計画の作成及び変更を議決する場合 

次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

① （２）①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。 

② 特定地域計画の作成に合意するタクシー事業者が特定地域内の営業所に配置

するタクシー車両の台数の合計が、当該特定地域内の営業所に配置されるタ

クシー車両の総台数の３分の２以上であること。 

③ タクシー事業者の区分ごとに、合意するタクシー事業者が特定地域内の営業 

所に配置するタクシー車両の台数の合計が、当該特定地域内の営業所に配置

されるタクシー車両の総台数の過半数であること。 

④ 協議会の構成員である関係行政機関が全て合意すること。 

⑤ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。）の過半 
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数が合意すること。 

⑥ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員のうち特定地域計画に定められ

た事業の実施主体とされたものが合意すること。 

（４）（１）から（３）まで以外の議決を行う場合 

次に掲げる要件を全て満たすことをもって行う。 

    ① 会長及び事務局長が合意すること。 

    ② 合意するタクシー事業者が特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台 

数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該特定地域内の営業 

所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。 

    ③ ①及び②以外の構成員において、第４条第１項（３）に掲げる構成員はその 

区分毎に１個の議決権を、その他の構成員については、各自１個の議決権を 

与えるものとし、過半数が合意すること。 

12 前項（３）③に掲げるタクシー事業者の区分は、次のとおりとする。 

（１） 大規模事業者  特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計が 

１０１両以上 

（２） 中規模事業者  特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計が 

１００両以下、４１両以上 

（３） 小規模事業者  特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計が 

４０両以下 

（４） 個人タクシー事業者 

13 協議会は、特定地域計画作成後も定期的に開催することとする。 

また、会長は、必要に応じて、協議会を開催することができるものとし、協議会 

の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求することができるものとするが、協 

議会開催の是非は会長が決めるものとする。 

14 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の４５日前までに 

その旨を公表するものとする。 

15 協議会は原則として公開とする。ただし、開催日時及び場所、議題、協議の概要、 

議決事項等を記載した議事概要の公開をもってこれに代えることができる。 

16 協議会は、協議会の構成員の過半数の出席がなければ成立しないものとする。 

また、必要に応じて代理出席を認めることができるものとする。 

17 会長は、公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の提出及び軽微な事項につい 

て、やむを得ない事由により協議会の開催が困難な場合においては、事案の概要を 

記載した書面を構成員に送付し、その意見の聴取及び賛否を確認し、その結果を持 

って協議会の決議に代えることができる。 

    なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第４条第３項中の「３０日 

前」とあるのは「３日前」とし、第５条第１４項中の｢４５日前｣とあるのは｢１０日 

前」とする。 

  



 

-- 6 -- 

（分科会） 

第 6 条 協議会の運営のため、協議会会長が必要と認めたときは、協議会の下に分科会を

設置することができる。 

２ 分科会は、第３条の実施事項の内容に応じ、第４条の構成員のうちから協議会会

長が必要と認めた者で構成する。 

３ 分科会には会長を置き、分科会会長は協議会会長が指名する。 

４ 分科会で検討した内容は、協議会へ報告するものとする。 

５ その他分科会の運営に関して必要な事項は、分科会会長が協議会会長と協議し定

めるものとする。 

６ 分科会は、非公開とする。 

 

（その他） 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要となる事項は、会長が

協議会に諮り定める。 
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京浜交通圏個人タクシー事業者数の推移

特定地域指定日（平成 27年 8月 1 日）の車両数 2,139 適正車両数 1,980

乖離率 7.4％で、現在は法定休日 月２日と、さらに２日の休車日を設けて

おります。 

個人タクシーは平成 22 年 3 月から新規参入が認められておりません。

これにより、平成 30 年 4 月においては 2,037 台まで減少しており、現在

の乖離率は 2.8％で、１か月あたりの休車日は 0.8日に当たり、１日に満

たなくなっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在車両数（平成 30年 4 月 1 日） 2,037台  

適正と考えられる車両数の上限値 1,980台  

適正車両数との乖離率 +2.87％  

   

個人タクシー年間稼働可能日数 341日 365日－24日※月２日の法定休日 

個人タクシー年間適正稼働日数 331.22日 341日－(341日×2.87％) 

   

個人タクシー月間稼働可能日数 28.41日 341日÷12ヶ月 

個人タクシー月間適正稼働日数 27.60日 331.22日÷12ヶ月 

月間適正休日 +0.81日 28.41日－27.60日 
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